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【事案の概要】

< 当事者>

1 審判決
･ 2 審判決認定事実と最高裁判決の確定した事実を総合的に参

照 し つ つ まとめ ると ､ 当事者として は ､ 1 審原告 Ⅹ ら 〔- 甲野太郎ら ､

判例時報189 5 号6 1 ペ
ー ジ下段 - 6 2 ペ

ー ジ下段掲載の最高裁判例本文で の氏

名等表示 ､ 以 下 の 〔 〕 内同様〕 お よ び 1 審被告 Y ら 〔- 乙 山松夫ら〕

である が ､ そ の ほ か に本件事案の 関係者として A 〔- 丁原梅夫〕 ･ B 〔-

戊 田春夫〕 が い る ｡

Ⅹ ら 〔 - 甲野太郎ら〕 : 1 春原告であり ､ ま た ､ 本件土地所有者主賃貸

人で あり ､ Ⅹ 1 ( - Ⅹ 2 と本件土地を共有) と Ⅹ2 ( - Y l 〔- 乙 山

松夫〕 ･ Y 2 〔- 丙川竹夫〕 に本件土地 の売却先 ･ 借受先 の 紹介を依

頼した) の 2 人 で あ る ｡

A 〔- 丁原梅夫〕 : 賃借人 - 転貸人 で あり
■
､ Y 2 〔- 丙川竹夫〕 に ｢資

材置場+ q) 紹介を依頼した ｡

B 〔- 戊田春夫〕 : 転借人であり ､ H a 〔- 甲 田〕 産業に産業廃棄物を投
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棄させ た ｡

Y ら 〔- 乙山松夫ら〕 : A 〔- 丁原梅夫〕 の連帯保証人とされた 1 審被

告であり ､ Y 2 ( 〔- 丙川竹夫〕(廃棄物処理関係 の ｢ 株式会社 M J K u

営業所長) と Y l 〔- 乙 山松夫〕(｢ 株式会社 M a+ 参事 ･ ( K a 県)

社 団法人産業廃棄物協会設立) の 2 人で ある ｡ なお ､ 1 審判決以降は ､

A 〔- 丁原梅夫〕 の連帯保証人は ､ Y l 〔- 乙 山松夫〕 の み と さ れ た

( な お ､ 1 審判決は Ⅹ1 の み と の 関係で ､
2 審判決は Ⅹ1 ･ Ⅹ 2 と の

関係で Y l 〔- 乙 山松夫〕 を連帯保証人と認定) ｡

< X らの 提訴まで の事実経過 >

1 審判決 ･ 2 審判決認定事実と最高裁判決を総合的に参照すると ､ 事実

経過は ､ 以下 の(1 ト(1q) にまと め られ る ｡

(1) Ⅹ らは19 9 1 年1 1月 に T o 県 K u 市所在の本件土地を購入した ｡

(2) Ⅹ らは19 9 1 年 9 月 に 埋立面積14 0 0 平 米 ･ 埋立容量5 60 0 立米の 最終処分

場を県に届出をした後､ 使用 して い た
( 臥 )

｡

(3) 1 9 9 6 年10月以降は ､ Ⅹ らは本件土地を使用しなくな っ た ｡

(4) 199 7 年10 月 に ､ Y l ･ Y 2 の 仲介で ､ Ⅹ ら ･ A 間 の賃貸借契約 (期間

1 年間 ､ 資材置場用 ､ 賃料年150 万 円 ､ 特約: ①無断転貸禁止 ･ (参本件

土地 へ の 産業廃棄物投棄禁止 ､ 契約 : ｢ 十二 ､ 保証人 は本契約の義務履

行に閲し連帯責任を有する+) が締結された ｡

(5) 上 記賃貸借契約締結 の 3 日後に ､ Ⅹ ら に無断で A から B に賃料年500

万 円で転貸した ｡ 最終処分場と して は ､ Y ら の 主張に よ る と ､ 残り約11

60 立米利用可能で あり､ 資材置場と して は ､ 賃料年15 0 万円収入可能で

ある とさ れ る ｡

(6) 1 9 9 7 年 9 月14 日 - 1 1 月 5 日 にか けて ､ B は ､ 本件土地 (奥の穴) を産

業廃棄物処分場として使用し ､ 無許可 で廃プラ類 ･ ビ ニ ー ル 塊 ･ 解体資

材等産業廃棄物を投棄させ た ｡ なお ､ こ の点に関して ､ Ⅹ ら主張によれ

ば､ 投棄量5600
-

18 93 - 3 70 7 立米､ 損害額1 億2700 万 円余であり , Y ら
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の 主張によれば､ 投棄量1160 立米､ 損害額ゼ ロ である ｡

(7) 199 7 年11月27 日 に ､ Ⅹ らは ､ 上記賃貸借契約を無断転貸
･ 用法違反 に

より解除した ｡

(8) 199 8 年 7 月3 1 日 に ､ B は廃棄物処理法違反で略式起訴され ､ の ち罰金

50 万円を科された ｡

(9) A は本件土地を明渡したが ､ 上記 の投棄産業廃棄物は放置した ｡

(10) Ⅹ ら早ま､ Y ら に対し賃貸借契約上 の原状回復義務不履行による損害

賠償 (5000 万 円＋法定利息) を請求した ｡

< 1 審判決 >

1 審判決は ､ Ⅹ 1 の 請求を 一 部認容 (450 万 円＋法定利息 - 4 割 の 過失

相殺後× 半分< Y
■
1 の 対 Ⅹ 1 分 の み > ) した ｡ その 理由は ､ 次の 2 点であ

っ た ｡ つ まり ､ 第
一

に ､ 本件契約書に ｢ 十二 ､ 保証人は本契約の 義務履行

に閲し連帯責任を有する+ とあ る か ら ､ ｢ 賃借人 の契約不履行に よ る原状

回復義務及び損害賠償債務+ に つ い て ､ ｢ 保証人が賃貸人と連帯して その

責に任ずべ きは当然+ で あり ､ また ､ 被告 の本件契約が公序良俗違反であ

ると の 主張や ｢契約に定められた土地の使用方法か ら予測し得る範囲内+

で債務不履行責任を負う､ と の 主張は｢保証人の責任を狭く限定しすぎる+

の で ､ 採用 で きな い ､ と い うも の である ｡ 次に ､ 第二 と して ､■ 損害額は産

業廃棄物とし て残116 0 立米分の 処分､ 資材置場と して年15 0 万 円の 収入を

見込め るもの の ､ 高く見積も っ て も1500 万 円であ る ｡ な お ､ ｢ 原状回復を

したとて しても ､ その程度の経済的価値しか取り戻せな い+ 場合 ､ 特別の

事情がなければ､ ｢ それ以上 の費用をかけて原状回復する実益も必要性も

な い+ か ら ､ 原状回復費用 の請求は できな い ､ と い うも の であ っ た ｡ そ こ

で ､ Ⅹ 1 が ( 附帯) 控訴 ･ Ⅹ 2 が控訴し､ Y l が附帯控訴した ｡

< 2 審判決>

こ れ に対 し､ 2 審判決は ､ Y l の 原判決敗訴部分を取消した上 ､ Ⅹ 1 の

請求を棄却し､ さら に ､ Ⅹ 1 と Ⅹ 2 の 控訴を棄却した ｡ その 理由として ､
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次の 2 点を述 べ て い る ｡ 第
一

に ､ Ⅹ ら ･ A 間の本件賃貸借契約が公序良

俗違反である ､ と の 主張に つ い て は ､ 本契約は ｢産業廃棄物の最終処分場

と して使用する こ とを目的+ とせず､ 資材置場であり､ ま た ､ ｢ 産業廃棄

物の最終処分場と して の使用許可は ､ 法令上私法上 の契約 の効力要件とし

て規定され て い な い+ か ら､ 賃貸借契約 として の効力に は直接 の影響はな

い
｡ 第二 に ､ ｢

一

般に賃借人の連帯保証人は ､ 賃貸借契約の解除に伴う原

状回復義務の不履行による損害賠償債務 に つ い て も賃借人と同様の責任を

負う+ ( 最二判19 5 5 < 昭30 > 年10 月28 日) ｡ しか し､ 本件賃借人は ､ 本件転

借人が ｢産業廃棄物を本件土地に搬入する こ とを前提と して+ 転貸したと

は い えず､ も っ ぱら転借人が ｢ 単独で行な っ た犯罪行為で あ る+ ｡ し た が

っ て ､ 転貸人 - 賃借人は ､ ｢ 原状回復義務 として責任を負うもの で はな い+

以上 ､ 連帯保証人も責任は負わな い ､ と し た の で ､ Ⅹ らが上告した ｡

【判旨】 原判決破棄差戻

｢不動産の賃借人は ､ 賃貸借契約上 の 義務に違反する行為に より生じた

賃借目的物の殴損に つ い て ､ 賃貸借契約終了時に原状回復義務を負うこと

は明らか である ｡ 前記事実関係によれ ば､ 丁原( - A < 以下同様 > ､ 神戸)

は ､ 本件賃貸借契約上 の 義務に違反して ､ 戊田( - B < 以下 同様 > ､ 神戸)

に対し本件土地を無断で転貸し､ B が本件土地に産業廃棄物を不法投棄を

したと い う の であるか ら ､ A は ､ 本件土地 の 原状回復義務と して ､ 上記

産業廃棄物を撤去す べ き義務を免れ る こと は で きな い と い う べ き で あ

る ｡+ した が っ て ､ ｢ A が B に より投棄された産業廃棄物を撤去す べ き義

務を負わな い こ とを理由 に ､ A の 連帯保証人 の被上告人 ( - Y l ､ 神戸)

の責任を否定する+ 原審判断には明らかな法令違反があり ､ ｢ 原判決のう

ち Y l に関する部分は破棄を免れな い+ ｡
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【研究】

(1) x ら ･ A 問の賃貸借契約は公序良俗違反か

1 審被告主張の こ の論点に関して ､ 1 審判決は ､ 単に公序良俗違反でな

い
､ と述 べ るだけで ､ その 理由 に つ い て埠べ て い な い ｡ こ れ に対し､ 2 審

判決は ､ 本件賃貸借契約の 文言の記載と廃棄物処理法の 許可が私法上の効

力を持たな い こ とを論拠と して公序良俗違反である こ とを否定して い るが､

安当 であ ろう｡ ただ ､ 国土利用計画法14 条3 項 (土地に関する権利 の移転

等の許可 の な い 場合の 私法上 の効力規定) の ような場合を除き ､ ほ とん ど

の場合 ､ 行政法上の取締規定には効力規定の 明示はな い ｡ ち なみ に ､ 廃棄

物処理法で は ､ 許可を受けた産業廃棄物処理業に よ る他人 へ の名義貸し の

禁止規定は ､ 19 9 7 年改正 で設けられた (14 条の 3 の 3 ､ 罰則付) ｡

( 2) 賃借人 A は転借人 B の 不法投棄 にも責任を負うか

①こ の論点こそ ､ 1 審判決 ･ 2 審判決で判断が分かれた点であり ､ 前者

が こ れを肯定し､ 後者が これを否定して ､ 最高裁判決は 1 審判決と同様に

こ れを肯定した ｡ こ の判断の差は ､ 次の ような事実認定の差から来る ｡
つ

まり ､ 1 審判決は ､ 賃借人 A は ､ 転借人 B が ｢ 本件土地 に産業廃棄物を

埋め立 て る つ もりで ある こ とを知りながら+ 転貸借契約を締結した ､ と し

た ｡ こ れに対し ､ 2 審判決は ､ B は ､ A に対し ､ 産業廃棄物を投棄させ て

利益を得る と い う ｢内心+ を表示せず､ A が B に 加担
･ 容認 し た こ とも

な い から ､ ｢ 産業廃棄物を本件土地に搬入す る こ とを前提と して+ 転貸し

たとは い えな い ､
と い う ( 最高裁判決は ､ B は ､ 単 に ｢ 産業廃棄物処分場

と して 使用する+ こ と は A に ｢ 秘 し て い た+ ､ とす る) ｡ とりあえず､ 事

実認定 の い ずれ が正し い か は こ こ で は おくとして ､ 少なくとも ､ 本件で は

転借人による犯罪 (不法投棄) が行なわれ ､ 賃貸人 に損害を与えて い る こ

と は明らか である ｡

②と こ ろ で ､ 転貸借の場合 ､

一

般に ､ 転貸 に つ き賃貸人 の承諾がなか っ
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た場合 (無断転貸) と転貸の承諾があ っ た場合がある ｡ まず､ 後者の場合

に つ き検討しよう ｡ 従来より ､ 転借人 に つ い て賃借人が賃貸人に対し負う

責任は ､ 転借人を ｢履行補助者+ と して扱 い ､ 転借人 の故意 ･ 過失を賃借

人に故意 ･ 過失と同視でき る か ､ と い う問題として論じられてきた ｡ こ の

点に関して は ､ 192 9 ( 昭和 4 ) 年に ､ 大審院が､ 転借人 の 失火に関する転

借人 の過失に つ い て の 判例
`注2 '
と転借人の 過失に よる船舶の座礁難破に関

する判例
(注 3 )
と にお い て ､ 賃借人 の損害賠償責任を認め た こ と が注目され

る ｡ 他方､ 学説 に は ､ 賛否両論あり､ 転借人は こ の 場合 ｢ 履行代行者+ で

あ っ て独立 して おり ､ 賃借人は転借人 の 選任監督に過失が か - 場合 に は責

任は負わ か ､ と し ､ 上 記判例に反対する ( つ まり転借人の みが責任を負う

とする) 我妻説
(往4 '
と ､ 転借人 は賃借人に ｢代行する者+ で あり ､ 転借人

の過失は当然に賃借人 の過失であ る と して ､ 上記判例に賛成する ( つ まり

転借人とともに貸借人も責任を負うとする) 柚木 - 高木説
( 注5 )
と があ る ｡

他方 ､ 近時で は , こ れ を履行補助者の 問題から切り離し､ 民法6 13 条( 転

貸 の効果) の解釈問題として扱う べ きで ある と の 説 (平井 - 加賀山説)
(住6 )

が有力化して い る ｡ こ の説に よれば ､ 同条の解釈と して ､ 転借人 に帰責原

因の あ る賃借目的物 の滅失 ･ 穀損 に つ い て は ､ ｢ 帰責原因 のな い 賃借人も

責任を負う+ ( その結果賃借人と転借人 の 両方が賃貸人 に対し債務不履行

責任< 不真正連帯責任> を負う) ､ と される
( 注7 )

｡

こ れ に村 し ､ 前者の場合は どうであろうか ｡ こ の 点に つ い て は ､ 無断転

貸があ っ た こ と を重視し､ ｢ 自らの義務違反が招 い た結果と して当然に責

任を負う+ ､ とさ れ る と の指摘がある
` 郎 )

｡ た だし､ そ の根拠に つ い て ､ 上

記 の 近時の有力説 に従うなら ､ 上記昭和 4 年判決 の 結論を支持する平井

説
(注9 )
の よう に ､ 承諾を待た賃貸借の場合と の バ ラ ン ス で ､ 賃借人 に ｢ 一

種の担保責任+ を認め る こ と にな ろう｡ い ずれ に せ よ ､ 本件は無断転貸の

場合であ る から､ 仮 に 2 審判決の 認定の ように ､ B が A に ｢ 内心+ を表

示せず､ A が B に加担 ･ 容認 し てな い と した と して も ､ 賃借人は責任を

負う の で ､ 本件最高裁判決は妥当と思われ る ｡
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(3) 賃借人 A は原状回復義務を負うか
- その 1 ･ 原状回復費用

①まず､ 2 審判決は ､ 賃借人
- 転貸人 A は ､ 転借人 B の 犯罪行為に つ

い て ま で原状回復義務を負わな い とす る が ､ 上の(2) で 検討した こ とから ､

妥当で はな い ､ と思 わ れる ｡ こ れ に村し ､ 1 審判決は ､ 上 の(2) と は違 っ た

次元 で ､ 2 審判決と異なる理由に立ちながら ､ 緒論的には ､ 2 審判決と同

様 ､ A の 原状回復義務を否定する ｡ つ ま り ､ ｢ 原状回復をした と し て+

も ､ 従前と同じ ｢程度の経済的価値しか取り戻せな い+ 場合､ 特別 の事情

がなけれ ば ｢ それ以上 の費用をかけて原状回復する実益も必要性もな い+ ､

と い うの であ る ｡ つ まり ､

一

方で は ､ 残1 160 立米分 の処分 ､ 資材置場とし

て 年1 50 万円 の収入を見込め るも の の ､ 高く見積も っ て も1500 万 円を越え

る損害はな い ｡ した が っ て ､ い わ ば上限損害1 50 0 万円以上 の費用をかけて

本件不法投棄物を撤去する ため の費用を賠償する必要はな い ､
と い う ｡

② こ の 点 に関 して ､ 最高裁判決は ､ A に は ､ ｢ 本件土地 の原状回復義

務として ､ 上 記産業廃棄物を撤去すべ き義務+ があ る ､ とす る ｡ こ こ で ､

注意する べ きは ､ 次の点であろう ｡ つ まり ､ 最高裁判決は ､ 原状回復義務

の有無を判断する際に ､ それ に要す る原状回復費用が どれ ほどか ､ を
一 切

考慮して い か - ､ つ まり､ 原状回復義務に関する判断か ら ､ 費用 の 問題を

切り離して い る点 である ｡ したが っ て ､ 仮に ､ Ⅹ らの主張通りに ､ 本件不

法投棄物 の管理型処分場 - .
の 運搬が必要だと いう こ と になれば､ 約 1 億3

千万円近く の 費用がか かる可能性があ る ｡ A は ､ 最悪 の 場合 に は ､
こう

し た費用を度外視して原状回復義務を負わねばならな い こ と にな る と
い え

よう ｡

③ と こうで ､ 賃借人は ､ 賃貸借契約が終了した場合
(注10)
に は ､ 賃貸借契

約 の 目的物 の返還をなす義務を負う
(注11)

｡ こ の 場合､ 賃借物の ｢ 通常の使

用収益を妨げるもの が附着して い る ときには､ 返還義務 の内容とし て ､ こ

れ を収去して原状に回復しなければならな い+
(注12)

｡ 注意す べ き は ､ こ こ で

い う原状回復義務には ､ 原状回復費用は顧慮されて い か
､ 点だが ､ こ の 点

に つ い て特段 の異論は ､ 学説上は特にな い と思われ る ｡
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こ こ で
､ 本件とは違 い ､ 賃借人の修繕その他 の行為に より ､ 賃借物が価

値を増した場合を想定し つ つ ､ 若干の整理を して み よう ｡ 借地借家法を別

とすれば ､ 民法上 ､ 賃借物 の返還時には ､ 賃借人 の費用償還請求権と収去

権が生じ る ｡ い うまでもなく ､ 前者は ､ 賃借人が目的物に つ い て支出した

必要費 ( 民法6 08 条 1 項) と有益費 (民法6 08 条 2 項 ･ 同19 6 条) の 償還を

賃貸人から受ける権利である ｡ 他方で は､ ま た ､ 賃借人 に は賃借物 の収去

梶 (民法616 条に よる598 条の準用) も生じる ｡

こ の 両者の 関係をめ ぐっ て は ､ 従来から ､ 次の 3 つ の 類型に分けて整理

がなされ てきた ｡ 第1 に は ､ 賃借人 の付属させた物が独立 して おり ､ 賃借

人の所有物である場合で ある ｡ こ の場合 ､ 賃借人は ､ こ の 物の収去が可能

だが ､ それ は収去権の作用 で はなく ､ 所有権の作用に よ る( 第1 類型の 1 ) ｡

同時に ､ 注意す べ き は､ こ の 物が賃借物の通常の利用を妨げる場合､ 収去

は義務であ ろう (第1 類型 の 2 ) ｡ 第2 に ､
こ の 物が独立性を持たず､ そ

の収去が不可能または賃借物 の鼓損となる場合であ る ｡ こ の 場合 ､ 貸借人

の収去権も収去義務も存在せず ､ 賃借人に は費用償還請求権が生 じる ( 第

2 類型) ｡ 第3 に ､ 上 の 中間 の 場合､ つ まり ､ 賃借人の所有物である が ､

収去 に より賃借物の価値が減少する場合で あ る ｡ こ の 場合 に は ､ 貸借人 の

収去権と費用償還請求権とが選択的に生 じ る ､ と解され て い る ( 第3 類

壁)
他 1 3)

｡

④そこ で ､ 再び本件に戻る と ､ 本件廃棄物は ､ ｢ 賃借物の価値を増す+

も の で はなく ､ 逆 に ｢ 賃借物 の価値を減じ る+ と いう特徴があ る
( 注1 4)

｡ し

た が っ て ､ 上 記 の 想定は ､ 第1 類型 の 一

部を除くと ､ ほ ぼ逆 に しな い とな

らな い ｡ つ まり ､ 本件は ､ 賃借人 の費用償還請求権や賃借人の収去権を観

念する前提を欠き ､ 逆 に ､ 賃借人 の 賃貸人に村する ｢ 収去義務+ ( 第 1 類

型) が生じ ､ また は ､ 賃借人 の賃貸人に対する ｢費用償還義務+ ま た は｢ 収

去義務+ ( 第2 ･ 第3 類型) が 生 じう る の であ る ｡ もち ろ ん ､ 本件廃棄物

は
､ 賃借人 の所有物で はなく ､ 転借人 の投棄させた不法投棄物である ｡ し

か し ､ 無断転貸である以上 ､ 賃借人が ､ ｢ 賃借人 の付属さ せ たもの+ と し
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て ､ 賃借物の ｢ 通常の使用収益を妨げるも の+ を
■
｢ 収去して原状に回復し

なければなら か -+ (収去義務) の で ある ( 第1 類型 の 2 ) ｡

⑤さらに は ､ 本件土地が ､ い か に K u 市 ( 当時) の 寂し い 山林に あ っ て

も ､ 取引 ･ 利用 の 可能性や隣地等 - の 影響の可能性は残る の で は か
､ だ ろ

うか ｡ た とえば､ 前者の取引
･ 利用の可能性として は ､ 本件処分場 の埋立

が完了し ､ 処分場が閉鎖された後､ 買主が登場 し､ 売却された場合が考え

られ る ｡ しか し､ 地 中 に転借人 B の投棄した ｢ 安定五 品目+ 以外 の 有機

性物質や有害物質があ っ た場合は どうか｡ こ の 場合 ､ 土地所有者 - 賃貸人

Ⅹ ら は ､ 自らの投棄が原因で ある場合は無論として ､ 投棄が転借人によ る

場合で も ､ 蝦庇担保責任などの売買契約上 の責任を逃れ か
､ 可能性がある ｡

そして ､ 現実と して は ､ 多くの安定型処分場に は ､ 安定五品目以外の物質

が投入され て い る とさ れ
(注15)

､
こう し た懸念は払拭で きま い ｡ とすれば､

1 審判決の よう に ､ ｢ それ以上の費用をかけて原状回復する実益も必要性

もな い+ ､ と言 い 切 っ て しまうことは できな い の で はな い か ｡

⑥以上か らすれば､ 基本的 に は ､ A に原状 回復義務と して 産業廃棄物

の撤去を認めた最高裁の判断は妥当であると思われる ｡ た だ し､ 少なくと

も最高裁の確定事実に よれば ､ 本件不法投棄物は ､ 解体資材等を除き ､ コ

ン ク リ ー ト塊 ･ 廃プラス チ ッ ク類 ･ ビ ニ ー ル 塊と い っ た ｢ 安定五 品目+ で

あ る とされ て い る ｡ した が っ て ､
こ れをそ の まま前提とす るなら､ 原状回

復費用として ､ た と えば管理型処分場 - の 運搬を考慮に入れた費用 ( 1 審

原告に よれ ば約 1 億 3 千万円) が適切か ､ は議論 の余地があ ろう ｡ 現 に ､

最高裁判決に して も ､ 本件廃棄物を撤去す べ し としつ つ ､ 撤去の 方法､ 撤

去後 の運搬先､ さ ら に撤去
･ 運搬の費用は どの 位か ､ に つ い て 必ずしも明

確に して い な い の で ある ｡

(4) 賃借人 A は原状回復義務を負うか
- その 2 ･ 賃借物の ｢穀損+

①次に ､ 最高裁判決は･､ 本件を ｢穀損+ された賃借物の原状回復の 閉塞

として捉え ､ 不法投棄を賃借物の ｢ 敦損+ に なぞらえて判断して い る ｡
■
っ
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まり､ ｢ 賃貸借契約上 の義務に違反する行為により生 じた賃借目的物 の敦

損に つ い て ､ 賃貸借契約終了時に原状回復義務を負う こ とは明らか であ

る+ とする ｡
一

方､ 断定はできな い が ､ 少なくとも2 審判決 の 認定事実 ･

最高裁 の確定事実に よ れ ば､ 本件不法投棄物は ､ コ ン ク リ ー

ト塊 ･ 廃プラ

ス チ ッ ク類 ･ ビ ニ ー

ル塊 ･ 解体資材等 (解体資材等を除き ､ い わ ゆる ｢ 安

定五品目+
( 臥 )

｡) と されて い る(
注1 6)
｡ した が っ て ､ も し こ れが事実だとする

と ､ 最高裁判決によれば､ ｢ 安定型処分場+ へ の ｢ 安定五品目+ の ｢ 不法

投棄+ で も ､ い わ ば賃借物の ｢敦損+ と同様に扱われる ことになると い え

よう ｡

②確かに ､ 賃借人が賃借物を敦損した場合に は ､ 賃貸借契約の内容とし

て生じる保管義務 に対する違反となり ､ 賃借人は債務不履行責任を負うと

解され る
佃1 7)

｡ しか し ､ 本件に 関し て は ､ 次の ような疑問が生 じる ｡ 本件

の ような処分場 - の 不法投棄は法律違反であり､ 物理的な ｢穀損+ と同様

に扱えるか ､ ま た ､ そもそも ､ 本件は建物 の賃貸借で は なく ､ 土地 の賃貸

借な の であ るから ､ 賃借物の ｢ 穀損+ と いう観念にな じまな い の で は か ､

か ､ と い う疑問で ある
( 注18)

｡ む しろ ､ 本件は ､ 無断転貸の 上 に ､ 用法違反

が重な っ た事例と考え ､ 用法違反事例 の拡張形態と して の ｢ 貸借地 の 形状

変更+ の 事例と考える べ きで はな い が 主19) ｡ こ の 点に 関して ､ ぴ っ たり と

当て はまる裁判例 がな い が ､ たとえば次の ようなも の がある ｡ 貸借地 の 原

状を著しく変更するときは地主 の承諾を要し ､ こ れ に 反す る場合は土地の

賃貸借は解除でき る と の特約がある場合に ､ 地主 の 再三 の申し入れを無視

して借地人が建蔽率 1 割地区の土地 に敷地 い っ ぱい の建物を建てた場合 に

関して ､ 賃貸人 の解除を認め ､ 賃借人 の収去 ･ 明渡を命 じた裁判例
( 柱20)
で

あ る ｡

(5) 保証人 y l は賃借人 A の損害賠償債務を履行すべ き か

本件の 1 審原告は ､ 賃借人に対する債務不履行または不法行為に よる損

害賠償請求権を前提とし､ こ の債務を保証する べ き連帯保証人に対 して ､
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同請求権の履行を請求して い る ｡ こ の点､ 判例は ､ 保証債務が保証すべ き

主債務の範囲に は ､ 賃貸借契約の解除に伴う原状回復 の不履行に よ る損害

賠償債務も含まれ ､ 保証人 は賃借人と同様 の責任を負う ､ とする
` 注21)

｡
こ

う し た判例 に従うなら ､ Ⅹ ら に対し原状回復義務を負う A に つ い て ､ Y

l は ､ 連帯保証人として原状回復に足る べ き原状回復費用の賠償債務を負

う こと に な ろう ｡ した が っ て ､ こう した原状回復債務 - の保証責任と い う

意味で は ､ 本件最高裁判決は妥当だと思われる ｡

と こ ろ で ､ Ⅹ ら は ､ Y ら に対し て ､ 本件訴訟 に お い て ､ 不法投棄され

た産業廃棄物 の原状回復費用 の損害賠償を請求して い る が ､ 原状回復それ

自体は請求し て い な い ｡ し か し ､ Ⅹ ら は ､ 本件提訴前に は ､ 賃借人 A と

共 に ､ 連帯保証人 の Y らに対 して も ､ 賃貸借契約解除の催告と し て ｢ 不

法投棄物+ の完全撤去と土地明渡を請求して い る ｡ 詳細 は不明だが ､ Ⅹ ら

は ､ 主た る債務者の本来 の給付が金銭債務 の ような代替的給付で はなく ､

原状回復債務 の ような特定的給付それ自体の場合は保証の対象とならな い ､

と い う前提に立 つ の で あ ろうか ｡ い ずれ に せ よ ､ 契約解除に伴 い ､ 賃借人

A か ら Ⅹ ら へ 土地の 明渡は現 になさ れたも の の ､ 肝心 の ｢ 不法投棄物+

の撤去はされず､ そ の まま放置され て おり ､ 現在 に至 っ て い る ｡

(6) 終わり に
一 差 し戻 し後の経緯など

本最高裁判決が東京高裁に本事案の差し戻しをした後 ､ 2 0 0 5 ( 平成17)

年12 月2 0 日 に ､ 東京高裁で Ⅹ1
･ Ⅹ 2 ( - Ⅹ ら) と Y l の 間で ､ 以 下 の(i)

- (iii) の ような和解が成立 した ｡ (i) Ⅹ ら は Y l に本件土地を3 00 万 円 で売

却する と共に ､ Y l は和解の 席上即日代金3 0 0 万 円を支払 い ､ さ ら に ､ Ⅹ

ら は Y l に 所有権移転登記手続きをする ､ (ii) Y l は ､ 本件土地 が ｢ 汚染

廃棄物の不法投棄により ､ 土壌汚染対策法の対象土地と して認められ る可

能性+ を確認し ､ 買受後､ ｢ 同法に基 づく形質変更手続､ 措置命令等+ の

不利益を被 っ て も ､ Ⅹ ら に対して ｢
一

切請求し か ､ こ とを確約+ す る ､ (iii)

Ⅹ ら は以上以外の請求を放棄し ､ ま た ､ Ⅹ ら ･ Y l 間 に は本和解条項以
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外 に債権債務 の か - こ と を確認する ､ と
( 注22)

｡
つ まり､ Ⅹ ら は ､ 1 審判決

の認容額 (4 50 万 円＋法定利息) より少な い額の3 00 万円と引き換えに本件

土地所有権を喪失する代わり に ､ 場合に より著しい高額となる可能性のあ

る汚染対策 の リ ス ク を免れ た ｡ そ の 一

方で ､ Y l は3 0 0 万 円 の少額で本件

土地を取得する代わり に ､ 場合 に より著し い高額となる可能性の ある汚染

村策のリ ス クを負担する こ ととな っ た の で ある ｡ そこ で ､ 問題 は ､ 本件土

地 の汚染の可能性､ 汚染対策のリ ス ク ､ さらに は汚染村策費用が どの程度

か ､ で ある が ､ 残念なが ら､ 現時点で は筆者には確たる情報はな い ｡

最後に ､ 本件最高裁判決が確認した賃借人 A の 廃棄物撤去義務は ､ A

に撤去能力がなけれ ば ､ Y l が新所有者と して A に請求して も果たさ れ

な い ｡ さら に B にも撤去能力がなけれ ば､ y l が自ら実行しな い 限り果た

されな い が ､ 上 記和解にもある よう に ､ 土壌汚染防止法を適用する事態に

で も発展しな い 限り ､ 当分果たされな い まま推移する であ ろう ｡ 問題の根

本的解決と してそれで良 い の か ､ と思 われるが ､ その 点を論じる に は 一

事

件の 射程を越えた次元 の 問題を含む こ と にな ろう ｡

(20 06 年 1 月10 日脱稿)
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( 注 1 ) 廃棄物処理法にお い て ､ 廃棄物処理施設 に つ い て ､ 都道府県
へ の 届出で

はなく ､ 許可 を要する とさ れた の は ､ 1 9 9 1 年の 同法改正 時以降で ある ｡ ま

た ､ 9 1 年改正 後も埋立 面積3 00 0 平米未満の もの は許可を要しな い とさ れた

( い わゆ る ｢ 裾きり要件+ < ｢安定+ 5 品目の 廃プラ
･ ゴム くず ･ 金属く

ず ･ ガ ラ ス 陶磁器くず
･ がれき類 を処分す る安定型処分場の 場合 ､ 旧廃棄

物処理法施行令第 7 条14 号 口 参照 > ) が ､ こ の 要件が撤廃さ れ たの は1 99 7

年の 同法改正 (施行同年1 2 月) で あ っ た ｡ な
■
ぉ ､ 安定五 品目と は ､ ｢ 水に

溶けず､ 腐ら な い+ 物質で あり ､ 有機性物質や有害物質は含ま れ て な い と

の 建前か ら ､ 底面に 速水工を要 しな い 安定型処分場 に埋立 て られ る こ とと

な っ て い る ｡

( 注 2 ) 大判19 2 9 ( 昭 4 ) 年 6 月19 日 ( 民集8
･

1 0
･

6 7 5) 0

( 注 3 ) 大判1 92 9 ( 昭 4 ) 年3 月3 0 日 ( 民集8
･

6
･ 3 6 6) ｡

( 注 4 ) 我妻 ｢民法講義Ⅳ+ 1 09 ペ
ー ジ ｡ 星 野英

一 ｢ 借地借家法+ < 1 98 8 年初版

. > 34 9 1 ペ
ー ジ｡

( 注 5 ) 柚木 - 高木 ｢判例債権法総論+ < 増補版 > 9 5 ペ
ー ジ｡

( 注 6 ) 平井宣雄｢債権総論+ 6 3 ペ
ー ジ ｡ 加賀山茂｢民法六

一 三 条の直接訴権《a cti o n .

dir e c t ｡≫ に つ い て(
- ) ､ 同( 二 ･ 完)+ ( 阪大 法学1 02 号6 5 ペ

ー ジ以 下 ､ 同

103 号8 7 ペ
ー ジ以下 < 1 9 7 7 年> ) は ､ 民法613 条の起源は ､ 直接訴権< a c tio n

di r e c t e > ( - 仏民法典1 75 3 条) で ある とする ｡

( 注 7 ) 加賀山前掲1 03 号1 1 3 ペ
ー ジ ｡

( 注 8 ) 判例時報1 89 5号6 1 ペ
ー ジ ( 調査官< 仮名 > 解説) ｡ 我妻

- 有泉 < 清水誠

補訂 > ｢ コ ン メ ン タ
ー ル 契約法+ 2 74 ペ

ー ジも同旨｡

( 注 9 ) 平井前掲63 ペ
ー ジ｡

( 注10) 本件の 場合は無断転貸に よ る 解除 に よ る賃貸借契約 の 終了 (民法61 2 条

参照) の 場合で ある ｡ こうした場合 の ほ か ､ 賃料延滞､ 保管義務違反､ 用

法違反 と い っ た理由に よる契約解除の 場合もある し､
また ､ 契約解除に よ

る契約終了以外 に ､ 契約終了原因と して は ､ 期間の 定めの ある契約の期間

満了 に よ る契約終了の場合 (民法6 16 条に よ る 民法59 7 条 1 項の 準用) と期

間の 定めの か ､ 場合の 契約終了の 場合 (民法61 7 条
･ 6 1 8 条) とがある ｡

( 注1 1) この 点 に 関する民法に は直接の 規定はな い ｡ 使用貸借 に関する借主の 収

去権 (59 8 条) ､ 借主の使用貸借の 規定の準用規定 (6 16 条) ､ 地上権に関す

る収去
. 買取権 (2 69 条) と い っ た 関連 の規定か ら ､ 借主 に時｢原状回復+

義務がある とされ る ( 星野英
一 ｢ 借地借家法+ < 1 98 8 年初版> 20 1 ペ

ー ジ)

が
､ 関連規定を待た なく て も ､ 賃貸借契約の性質か ら ､ 賃借物返還義務が

認め られ る と解さ れ る (我妻栄 ｢債権各論中巻
- + < 1 98 3 年 > 4 66 ペ ー ジ ｡

幾代
･ 広中編 ｢新版注釈民法(1 5)+ 3 0 2 ペ

ー ジ < 石外克喜筆> も参照) ｡

( 注1 2) 我妻前掲46 6 ペ
ー ジ ｡ なお ､ 広中俊雄 ｢債権各論講義+ (第五版 ､ 1 98 7 年)
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1 59 ペ ー ジも参照 ｡

( 注1 3) 星野前掲2 0 ト 2 ペ ー ジ ( 基本は我妻前掲466 -

7 ペ
ー ジ の 類型 によ る が ､

我妻第3 類型に修正 を加えて い る) ｡ なお ､ 内田貴｢民法Ⅱ 一 債権各論+(東
大出版会､ 初版< 19 9 7年 >) 2 04 ペ ー ジ も上記類型 を踏襲す る が ､ 第 1 類

型 は ｢分離が物 理 的に も経済的に容易な場合+ ､ 第 2 類型 が ｢ 分離が 物理

的に不可能また は経済的に ロ ス が大き い+ 場合 ､ 第3 類型が｢ 両者の 中間+
とされ て い る ｡

( 注1 4) そもそも ､ 物権は ｢ 一

定の 物を直接 に支配して利益 を受ける排他 的の樵

利+ で ある (我妻 ｢新訂物権法 一

民法講義Ⅱ+ 9 -

1 0 ペ
ー ジ) ｡ と こ ろ が ､

逆 に ､ 物権者 (所有者) はあ る物から ｢ 利益を受ける+ こ とが なく なる と ､

占有の放棄に よ っ て 放棄 の 意思表示を し､ 物権 は放棄さ れ る ( 我妻同上24

8 - 9 ペ ー ジ) ｡ 本件廃棄物は ､ ｢ 廃棄物+ 所有者が ｢放棄+ した所有物
の 処理 を Ⅲa 産業 が ｢ 受託+ し､ 転借 人 B が貸借人 A の 貸借地 に 不 法に

投棄させ たも の なの で ある ｡

( 注15) 安定型処分場 に 関する下級審判例 に ､ こ の 点を指摘す るもの が多い ｡ た

とえば ､ 1 99 2 ( 平 4 ) 年仙台地裁決定 (判例時報1 4 29 号1 09 ペ ー ジ) や19 9

9 ( 平11) 年 3 月1 5 日水戸 地裁決定 (判例時報1 68 6 号8 6 ペ ー ジ) が それ で

あ る ｡ よ り根本的に は ､ ｢ 安定+ 品目 で ある廃 プラ ス チ ッ ク類の 可塑剤 ･

金属類の溶出の 可 能性も指摘 されて い る ( 安東毅 ｢ プ ラ ス チ ッ ク ゴ ミ の 危

うさ+ < 自治体研究社 ､ 2 000 年 > 参照) ｡

( 注16) たと えば ｢解体資材+ が ､ 解体木くず等で あれば ､ 安定五 品目 に該当せ

ず､ 管理 型処分場 - の処分物と なる ｡ なお ､ 本件事実関係に は不明の こ と

が多い ｡ 1 審被告 の 主張 に よ れば ､ T o 県か ら の 本件投棄廃棄物の 撤去命

令は 出て い な い と され る ｡ ま た ､ 不法投棄と いうが ､ 廃棄物処理法の どの

条項 に違反 した の か も判決文自体か ら は不 明である ｡

( 注1 7) 我妻前掲3 81 ペ ー ジ (使用貸借) ･ 46 5 ペ ー ジ (賃貸借) ｡

( 注18) 伊東秀郎 ｢賃貸借契約の 解除+ ( 遠藤浩他編 ｢現代契約法体系+ < 有斐

閣､ 初版 -

1 98 3 年 > ) 1 24 ペ ー

ジ｡

( 注1 9) 星野前掲1 32 ペ ー ジは ､ 借地人 の 義務違反 の 具体例 と して ､ ｢ 使用方法
の 悪 い こと+ と い う項目を立 て ､ そ の 中 に ｢ 土 地の 形状変更 の事例+ と い

う類型 を設け て い る ｡ また ､ ｢使用方法 の 悪 い こ と+ の 項目 の 中 に ､ ｢ 『用

法に反する』 ま た は 『合理的利用 の 範囲』 を超える 『原 状回復 の 著 しく困

難な』 工作物 の 設 置 ･ 土地の 形状変更+ と いう類型を た て る ｡ そ して ､ そ
の例 と して ､ 主と して そ の 土 地 の用途を貯炭場と し､ 建物は木造の 小規模

建物の建築に 限る と い う借地契約の特約に反 し､ また ､ 賃貸人 の事前 の 明

示 の 拒否 にもかか わ らず､ 借地人が ､ 石 油販売業の 利用の ため コ ン ク リ ー

トブ ロ ッ ク造りの 堅 固 な石油貯蔵庫の 建設を した事件に つ い て ､ 用法違反
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と して 契約解除を認め ､ 賃借人 の 建物の 収去
･

明渡を明じた裁判例 (最判

1 96 4 < 昭39 > 年 6 月1 9 日 ､ 民集1 8 巻806 ペ
-

■
ジ) を挙げる ｡

( 注2 0) 東京地判196 3 < 昭38 > 年1 0月2 5 日 ､ 下級民集14 巻10 号2 1 0 5
ペ ー ジ) ｡

( 注21) 最高裁19 55 < 昭30 > 年1 0月28 日判決 (民集9
･

ll
･

1ケ48) ｡

なお ､

一

般論と して は本件 2 審判決も同判決を引用する ｡ さ ら に 売買契

約 に つ い て は､ 債務不履行によ る売主の 代金返還債務 に 関する最 ( 大) 判

196 5 < 昭40 > 年 6 月30 日 ( 民集19
･ 4 I 11 43) がある ｡

( 注22) 本件第1 審判決 ･ 第 2 審判決お よ び東京高等裁判所で の 和解条項の全文

の コ ピ ー は ､ 第1 春原告 ( Ⅹ 1 ･ Ⅹ 2 ) ･ の代 理人で ある斉藤誠弁護士 か ら

入手した ｡ こ こ に記 して 謝意を表した い ｡
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資料 1

[ 平成10 年( ワ) 第36 6 号土地明渡請求事件､ 平13 I 8 ･ 2 9 横浜地裁小 田原

支部判決]

《当事者≫

K a 県 Hi 市

原 告 Ⅹ 1

K a 県 H i 市

原 告

上記 2 名訴訟代理人弁護士

同

同

K a 県 H i 市

被 告

T o 県 K u 市

被 告

上記2 名訴訟代理人弁護士

同復代理人弁護士

Ⅹ2

斉 藤
-

好

斎 藤 誠

中 由規子

Y l

Y 2

仁 平 信 哉

中 井 淳

【主 文】

1 被告 y l は ､ 原告 Ⅹ 1 に 対し, 金450 万 円及び こ れ に対する平成 9 年

12 月1 1 日から支払済みま で年5 分の割合 に よる金員を支払え｡

2 原告 Ⅹ1 の 被告 Y l に 対す るそ の 余の 請求及び被告 Y 2 に対 す る 請

求を いずれも棄却する ｡

3 原告 Ⅹ2 の 被告ら に対する請求を い ずれも棄却する ｡

4 訴訟費用は ､ こ れ を10 分 し､ そ の 1 を被告 y l の 負担と し､ そ の余を

原告ら の負担とす る ｡
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【事実及び理由】

第1 請求

被告らは ､ 各自､ 原告らに対し ､ 5000 万円及び こ れ に対す る平成9

年12 月11 日か ら支払済みまで年5 分の割合によ る金員を支払え｡

第2 事案の概要

1 争 い の な い 事実等

(1) 原告 Ⅹ
.
1 ( 以下 ｢ 原告 Ⅹ 1 + と い う ｡) は ､ H i 市内で施設建物解

体工事 ､ 産業廃棄物処理等を業とする株式会社 N i を経営 し､ 原普

Ⅹ2 ( 原告 Ⅹ 1 の実の 甥｡ 以 下 ｢ 原告 Ⅹ 2 + と い う｡) は ､ H i 市内

で同業の有限会社 A g 商事を経営して い る ｡

(2) 原告両名は ､ 平成 3 年11月 ､ 別紙物件目録記載 の土地 ( 以下 ｢本

件土地+ と いう ｡) を購入し ､ 平成 4 年 1 月 ､ 本件土地 に つ き株式

会社 Ni 名義 で15 0 0 m
2

未満の自社処分場 の 産業廃棄物処理施設等事

業報告書を 0 保健所 に提出 し (甲23 ､ 4 0 の 1 - 4) ､ 同年 9 月16 日 ､

自社最終処分場工事完了報告書 ( 甲41 ｡ 埋立面積140 0 m
2

､ 埋立容量

560 0 m
3

､ 工事完了日同年8 月3 1 日) を同保健所に提出し ､ 産業廃棄

物最終処分場と して使用して い た が ､ その後 ､ 解体廃棄物を本件土

地まで運搬する のが採算に合わなくなり ､ 平成 7 年10 月以降､ 本件

土地を使用 して いなか っ た ｡

(3) 原告両名は ､ 平成 9 年10 月6 日 ､ 相被告であ っ た A (以 下 ｢ A +

と い う ｡) に対し､ 本件土地を次の約定で 貸し渡した ｡ ( 以 下 ｢ 本

件賃貸借契約+ と いう ｡)

期 間 1 年間

目 的 資材置き場

賃 料 年間150 万円

その他 ① 賃貸人の作成した承諾書なし に貸借地を転貸 し又は賃

借権を譲渡する こ とは できな い ｡

② 賃貸人の東諾なく賃借人は貸借地の価値を減じるよう
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な工事又は付近居住者に迷惑を及ぼす業務をしな い

(4) そ の後､ 本件土地に無許可で ご み が持ち込まれて埋められるよう

になり ､ 平成9 年11月2 1 日 ､ T o 県北健康福祉セン タ
ー ( 旧 0 保健

所) に よ る現地調査が行われ ､ 原告両名及び被告ら及び A が立ち

会 っ た が ､ こ れ に より本件土地 に大量の ( そ の 量 に つ き争 い が あ

る ｡) ゴ ミ が埋められ て い る ことが判明した ｡ ま た ､ A は ､ 本件賃

貸借契約締結直後の10 月 9 日 に原告ら に無断で本件土地を B ( 以下

｢ B+ と いう ｡) に転貸して い た ｡

(5) 原告両名は ､ 被告ら及び A に対し ､ 平成9 年1 1月27 日 に到達し

た書面により ､ 本件土地の賃貸借契約を解除する こと及び 2 週間以

内に本件土地 の ご みを完全 に撤去して本件土地を明け渡すよう催普

した ｡

本件土地の占有は原告ら に 回復して い る が ､ 投棄された ご み は撤

去されな い まま の状態にある ｡

2 争点

(1) 本件賃貸借契約に基 づく A の 原告らに対する債務を被告らが連

帯保証したか ｡

( 原告らの 主張)

ア 被告 y l ( 以下 ｢ 被告 Y l + と いう ｡) は ､ 本件賃貸借契約書

に連帯保証人と して署名押印した ｡

イ 本件土地の賃貸の話を原告ら に持ち掛けて きた の は被告らであ

り ､ 原告らは A と は 一 面識もなか っ た か ら ､ 原告らと旧知の 間

柄 にあり本件土地の 近く に居住 して い る被告 Y 2 ( 以 下 ｢ 被告

Y 2 + と い う ｡) が連帯保証しなければ A と の 間で本件賃貸借契

約を締結する こ と はあり得な い ｡ 被告 y 2 は ､ 契約時に立ち会 い ､

口頭で本件賃貸借契約に つ き保証する旨確約し ､ 1 年分 の賃料1 5

0 万円を原告らに支払 っ た ｡ 原告らが契約を解除した際にも ､ 被

告 Y 2 は自分が保証人で はな い 旨の異議を述 べ なか っ た ｡
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(被告らの主張)

ア 被告 y l は ､ 仲介人として契約の成立 に立ち会 っ ただけであり ､

A とも何 の信頼関係もなく ､ A の た め に連帯保証を した事実は

な い ｡ 原告 Ⅹ1 0) 所持して い る本件賃貸借契約の契約書 に被告

y l の 署名押印のあ る ことは認める が ､ そ れ は契約の翌日 に原告

Ⅹ1 か ら罵声を浴びせられ て強引に署名押印させ られたも の で あ

り ､ 被告 Ⅹ2 及び A
‾
が所持して い る契約書には被告 Y l の 署名

押印はな い ｡ した が っ て ､ 仮 に連帯保証をしたとして も ､ 原告 Ⅹ

1 と の関係で の み連帯保証をした の であり､ 原告 Ⅹ2 との 間で は

連帯保証契約は成立 して い な い ｡

イ 被告 Y 2 は ､ 契約書に連帯保証人と して署名押印して お らず､

連帯保証をした事実はな い ｡

(2) 連帯保証人 の責任の 範囲

( 原告ら の 主張)

賃借人は ､ 契約及び賃借物の性質によ っ て定まる用法に基 づ い て

賃借物を使用
･

収益する こ とを要し､ 賃貸人 の承諾なく して賃借権

の譲渡又 は転貸は できな い ｡ と こ ろ が ､ 貸借人 の A は ､ 原告ら の

承諾なく本件土地にごみを不法投棄し ､ 又 は第三者をして産業廃棄

物を投棄させた の であるから ､ 原告ら に対してそれ に よ る損害 (原

状回復に要する費用) を賠償する義務を負 い ､ 連帯保証人である被

告らも こ れ と同
一

の 義務を負う｡

被告 y 1 7う号保証人として原状回復義務を負わな い との被告らの主

張は ､ い ずれも争う｡

(被告ら の 主張)

ア 仮に被告 Y l が A の 連帯保証をしたと し て も ､ 被告 Y l は ､

原告 の 主張する損害賠償義務を負担しな い ｡ その 理由は以下 のと

おりで ある ｡

イ 貸借人で ある A は ､ 原告ら に対して 本件の ゴ ミ収去義務を負
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わな い から ､ 被告 Y l もその責任を負わな い ｡ すなわち ､ 貸借人

は ､ 自ら貸借物に付属させ た物の 収去義務は負うが ､ 転借人など

第三者が賃借物に付属さ せ た物は ､ 賃貸人が所有権に基 づきそ の

第三者に直接収去請求をすれ ばよく ､ 賃貸借契約と いう債権関係

に基 づ い て損害賠償請求をする の は筋違 い で あ る ｡ 本件の ゴミ は

B が投棄したも の であり ､ 仮 に それ に A が関わ っ て い た と し て

も ､ 両者 の共同不法行為であり ､ それ に よ る損害賠償義務に つ い

て は連帯保証人は責任を負わな い ｡

り 仮に貸借人が本件の ゴ ミを収去する義務を負うとして も ､ 被告

Y l は ､ そ の 責任を負わな い ｡ も し貸借人 の 保証が当該賃貸借に

関連して生じる
一

切 の債務 に つ い て 認 められる と ､ 保証の範囲は

著しく広汎にな っ て しまうか ら ､ そ の範囲は限定的に解釈される

べ きである ｡ 本件賃貸借契約 の契約書の文言から は ､ 賃料支払に

つ い て は保証人 の責任が及ぶ が ､ 原状回復に つ い て は明文の定め

がなく ､ 保証人は原状回復に つ い て は責任を負わな い趣旨であ っ

たと みる べ き である ｡

エ 仮に保証人が原状回復 に つ い て責任を負うとして も ､ それは契

約当時に契約内容から貸借人が賃借物に付属させる こ とを当然予

測する こ と の で きる範囲の物 に つ い て の原状回復に限定されると

いう べ き で あ る ｡ 本件 に お い て ､ 被告 Y l は ､ A が資材置き場

として使用する こ とを前提と し て保証し､ A が B に転貸し て B

が ゴミ を不法投棄する ことに は全く関知して い な い し ､ 予想も で

きなか っ た こ とであるから､ そ の 原状回復にま で は保証意思は及

ん で い な い こ とが明らか であり ､
こ れが保証の 範囲 に含まれる と

する の はあまり に保証人の責任が広汎になりすぎて法解釈として

妥当性を欠くこ とになる ｡

オ 本件土地は産業廃棄物 の最終処理場として使用する こ と の 許可

を受けた土地 であり ､ それを賃貸する の は管理者が変更される こ
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と になる から ､ 行政当局に無断で賃貸する こ と は で‾きな い ｡ 原告

らはそ の こ とを知りながら A に賃貸した の で あり ､ 本件賃貸借

契約は公序良俗に反して無効である ｡ したが っ て ､ 保証契約も無

効となり被告 Y l の 責任も発生しな い ｡

(3) 被告 Y 2 の 不法行為責任等の有無

( 原告らの主張)

ア 被告 y 2 は ､ 本件土地 に ゴ ミ や産業廃棄物を不法投棄する目的

で ､ A に 本件賃貸借契約を締結させ ､ 本件土地に ゴ ミを不法む羊

投棄した ｡

イ 仮 に被告 Y 2 の 不法行為が認められな い と しても ､ 被告らは ､

平成 9 年10 月15 日 ､ 同時点で不法投棄されて い た ゴ ミ に つ い て ､

被告ら の責任で撤去する こ とを原告らに約した ｡ しか し ､ その後

ゴ ミ は撤去されず､ か え っ て本件土地は完全に ゴ ミ で埋ま っ て し

･ ま っ た ｡ した が っ て ､ 被告ら に は ､ 本件土地が ゴ ミ で埋ま っ た責

任か又は少なくとも不法投棄を阻止 しなか っ た責任がある ｡

(被告ら の主張)

被告 Y 2 が不法行為をしたと の主張は ､ 否認する ｡

本件 の ゴ ミ の 不法投棄をした の は B で あり ､ A で はな い ｡ 被告

y 2 は ､ A が資材置き場と し て使用す るも の として原告らに A を

紹介した の であり ､ B の こ とは知らなか っ た ｡ A が被告 Y 2 の 知ら

な い と こ ろ で B に転貸し て ､ その 結果不法投棄がされた の である ｡

被告 Y 2 が当初から本件土地に ゴ ミ を不法投棄さ せ る目的 で A に

賃借させたとする証拠は全くな い ｡

(4) 損害額 ( 原状回復費用 の額)

(原告ら の主張)

ア 本件土地は ､ 埋 立面積1400 m
2

､ 埋立容量56 00 m
3

の 自社最終処分

場 とな っ て い る ｡ 株式会社 N i に よ り ､ 平成 7 年 5 月29 日付け の

埋立て を最後に総容量189 3 rr1
3

の廃棄物が埋め立 てられた ｡ その状
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態で本件賃貸借契約がされ､ 現状はほぼ満杯まで埋め立 て られ て

い る から､ 不法に投棄された廃棄物の容量は ､ 3 7 0 7 m
3

( - 5 6 00 1

1 8 9 3) となり ､ こ れが原状回復 の対象となる ｡

イ 上記 の3 70 7 rri の 廃棄物を撤去する ため の費用は ､ 1 億2 7 0 0 万10

4 0 円で ある ｡

( 被告らの主張)

ア 不法投棄された廃棄物の容量が3 70 7 m
3

で あ る こ とは ､ 否認す る ｡

せ い ぜ い 11 6 0 Ⅱf で ある ｡

イ 原状回復費用が原告主張の 金額である ことは ､ 否認する ｡

本件で B が投棄した廃棄物は ､ 管理型最終処分場でなければ
/

処分 で きな い も の で は
/
なく (T o 県から管理型最終処分場で処分
/

する･ような指導があ t ' た わけ で はな い ｡)-こ 衰定 5 品目の 分野に含

まれ ､ か つ ､ 株式会社 Ni が本件土地 で処分する こ とを許可され

て い る廃棄物 に含まれ るも の で あ る ｡ したが っ て ､ 本件土地で最

終処分が できる の であり ､ 管理型最終処分場に運搬する こ とを前

提とする原告らの費用額の 主張は ､ 失当である ｡

ウ 原告らに は損害がな い ｡

本件土地は ､ もともと廃棄物処分場であ っ たも の で あり ､ 問題

の投棄された廃棄物も以前原告らが投棄して い た廃棄物と同種 の

もの であるか ら ､ 本件土地の 土壌及び周辺地域 に何ら の 害を及ぼ

すも の で はな い ｡ 本件土地に つ き T o 県か ら原告ら に対して何ら

撤去の指示は出て い な い し､ 今後も撤去の指示がされる可能性は

ほ と ん どな い と考えられ る ｡ 撤去の必要がな い 以上 ､ 撤去費用が

損害になる と いう こ ともな い ｡

(5) 過失相殺

(被告らの主張)

本件土地 の状況は ､ 処分場として完成 したときは ､ 南寄り部分を

東西40 m ､ 中心部の深さ11 m に掘り下げ､ 地下部1 40 0 m
2

､ 臼型 の容
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量560 0 m
3

の 処分場 であ っ た ｡ 本件賃貸借契約締結当時､ 地下 5
- 6

m の と こ ろ ま で埋立 て が済んだ状態であり ､ 入 口手前部分は砂利

が野積みされたままとな っ て い て ､ トタ ン塀の入口 に は ｢ 株式会社

N i 産業廃棄物自社処分場+ の 看板があ っ た ｡ こ の 状況 に お い て は ､

本件土地を他人に貸借した場合､ そ の貸借人が こ の土地に廃棄物を

投棄するかもしれな い と い う予見が可能であり ､ 原告らは現実にそ

,
の ような予見をして い た ｡ そうすると ､ 損害の発生 に つ き ､ 原告ら

にも責に帰す べ き事由がある と い う べ き であり ､ 過失相殺される
べ

き である ｡

(原告ら の主張)

過失相殺の 主張は ､ 争う ｡

夢3 裁判所の判断

1 本件賃貸借契約及び ゴ ミ の不法投棄判明に至 る経緯に つ い て

前記争 い の な い 事実及び証拠 ( 甲 2 ､ 3 ､ 5 ､ 6 の 1
- 1 4 ､ 7 の1 - 7 ､

1 5 ､ 1 6 の 1 ､ 2 ､ 1 7
- 2 1 ､ 2 7 ､ 30

- 38 ､ 原 告 Ⅹ1 ､ 原 告 Ⅹ2 ､ 被告 Y l ､

被告 Y 2 ) によ れば､ 以下の事実が認められ る ｡

(1) 原告 Ⅹ2 は ､ 平成 7 年に本件土地 の使用を止めた後 ､ 本件土地の

売却先を探し ､ Y o 市 内 に本社があり家屋解体 ､

一 般廃棄物や産業

廃棄物の 収集 ･ 運搬 ･ 処理 を業とする株式会社 M ( 以下 ｢ M + と

い う ｡) の 運転手兼 K ｡ 営業所長で あ っ た被告 Y 2 や 同社 の参事で

, あ っ た被告 Y l に 売却先又 は借受先
の紹介を依頼 して い た ｡ M は ､

本件土地と同じ宇内の 別 の場所に産業廃棄物 の最終処分場を所有し ､

被告 Y 2 は ､ そ の 責任者であ っ た ｡

被告 Y 2 は ､ 自分 の経営する有限会社 K e 商事 の運転代行 の 仕辛

の 関係で A を知 っ て い た が ､ 平成 9 年9 月 こ ろ ､ 交通刑務所から

出所したばかり の A か ら資材置き場として借りられる適当な土地

がな い か紹介を依頼され ､ 本件土地 に A を案内し ､ 賃料 1 年間1 50

万円の内容で賃貸借 の仲介をする こ と と した ｡



土 地の無断転貸をした賃借人が賃貸人 に対 し転借人が不法に投棄した産業廃棄物を
1 4 8 賃貸借契約終了時に撤去すべ き義務を負うとされた事例 (神戸)

(2) A が賃貸借契約を締結する に は本件土地 の 共有者である原告 Ⅹ

1 の番諾が必要 で あ っ た が ､ 原告 Ⅹ2 と原告 Ⅹ 1 と は金銭 ト ラ ブ

ル から険悪な仲とな っ て い て ､ 被告 y 2 も原告 Ⅹ 1 と は直接話が

で きなか っ た た め ､ 原告 Ⅹ2 は ､ 被告 Y l に原告 Ⅹ 1 と の 仲介を

依頼する ととも に被告 y 2 に も被告 y l を通 じ て 原告 Ⅹ1 と交渉

する よう依頼した ｡ 被告 Y l の 仲介 で 原告 Ⅹ1 も賃貸に 同意し ､

契約を締結する こ ととな っ た が ､ そ の 際､ 被告 Y l は ､ 原告 Ⅹ1

に 対 して自分が保証人にな っ て もよ い と述 べ た ｡

(3) 本件賃貸借契約を締結した当 日 ､ 被告 y 2 が A を乗せ て被告 Y

l を迎え に行き ､ そ の 3 人で 先ず原告 Ⅹ1 方に赴き ､ そ こ で本件賃

貸借 契約書 (甲2 ､ 5 ) を作成 した ｡ 被告 y l が 原告 Ⅹ1 と協議

しなが ら不動文字で印刷された契約文言を加除訂正 したり必要事項

を記入するな どして (契約書 に は ｢ 十 二 ､ 保証人 は本契約 の義務履

行に閲し連帯責任 を有するも の とする ｡+ と不動文字で印刷され て

い る が ､ こ の 部分 は削除され て い な い ｡) ､ 原告 Ⅹ1 と A が こ れ に

署名押印し ( カ ー

ボ ン 紙に よ る複写 で 3 適作成 した ｡) ､ A が原告

Ⅹ1 に 1 年分 の 賃料15 0 万 円 の 半額で あ る75 万円を支払 っ た ｡ そ の

後､ 被告 y 2 ､ 被告 y l 及 び A は ､ こ の 契約書3 通を持 っ て 原告

Ⅹ2 方 に赴き ､ 同原告が契約書に署名押印をし､ A が 同原告に上記

と同じ趣旨で7 5 万円を支払 っ た ｡ 原告 Ⅹ2 が契約書に署名押印した

際 ､ 被告 y l や被告 y 2 が保証人となる話しは 出ず ､ 原告 Ⅹ2 は ､

被告らが保証人として署名して い な い 契約書1 通 ( 甲 5 ) を受け取

つ た ｡ 被告 y l は ､ 原 告 Ⅹ1 方で 同原告が契約書 に署名押印を し

た際 ､ 原告 Ⅹ2 の 署名押印がされ た後 に被告 Y l の 保証人 と し て

の 署名押印をした契約書を原告 Ⅹ1 に届け る旨約束して い た が ､ 同

日中に こ れを届ける こ とが できなか っ た た め ､ 契約締結 の翌 々 日 で

ある平成9 年10 月 8 日 に簡易書留で自分が保証人と して署名押印し

た契約書 ( 甲2 ) を 原告 Ⅹ1 に郵送 した ｡ 被告 y 2 は ､ A か ら紹
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介科として2 0 万円を受け取 っ た が ､ 原告らか ら保証人にな
る よう求

められたり ､ こ れを承諾した こ と はなか っ た ｡

(4) A は本件賃貸借契約を締結した 3 日後の 同年10 月 9 日 ､
B が本件

土地に産業廃棄物を埋め立て る つ もりで ある こ とを知りながら､ 本

件土地を 1 年間50 0 万円 の賃料で賃貸し､ B に お
い て ､ 同月14 日 こ

ろ か ら同年1 1月 5 日ま で 間､ H a 産業 に本件土地に産業廃棄物を投

棄 ･ 埋立て をさせ た ｡ 原告 Ⅹ1 は ､ 契約締結の約 1 週間後に本件土

地に赴き A から本件土地上に放置して お い た N i 所有
の ユ ン ボ の 1

年分の賃料を受け取 っ たが ､ そ の 際 に本件土地にダン プ2
- 3 台分

の 産業廃棄物が捨て られ て い る の を発見し､ A か ら明確
な返答が

得られなか っ た ため ､ 保健所に そ の事実を届け出て ､ 警察に よる捜

査の結果､ B に よ る不法投棄が発覚する に至 っ た ｡

2 上記認定の事実によれ ば､ 被告 Y l が 原告 Ⅹ1 に対す
る関係で本

件賃貸借契約の保証人にな っ た事実は認められるが ､ 同被告
が原告 Ⅹ

2 に対する関係で保証人にな っ た事実及び被告 Y 2 が保証人
にな っ た

事実は認め られな い と い う ベ き で ある ｡ そ
の他に被告 Y l が原告 Ⅹ

2 に対して ､ ま た ､ 被告 Y 2 が原告らに対 して A の保証人と し て
の

責任を負う ベ き事情を認める に足りる的確な証拠
はな い ｡

また ､ 被告 Y 2 が本件土地 に産業廃棄物を投棄させた不法行為責任

を負うと の原告らの主張は ､ こ れを認める に足りる証拠
がな い ｡

3 被告 Y l の 保証人として の責任 の 範囲に つ い て

本件賃貸借契約の 契約書 (甲2 ) に は ､ 前記認定
の とおり ､ ｢ 保証

人は本契約の義務履行に 閲し連帯責任を有するも
の とする ｡+ と定め

られて い る から ､ 賃借人の契約不履行による原状回復義務及び損害鰭

償義務に つ い て ､ 保証人が賃借人と連帯して そ
の責に任ずベ き こ と は

当然であると認められ る ｡ こ の点に つ い て ､ 被告 Y l が種 々 主張する

と こ ろ は ､ 本件賃貸借契約が公序良俗に反 して無効で ある と
の主張を

含め て い ずれも採用する こ とが でき か
- (契約に定められた土地の便
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用方法から予測 し得る範囲内 の債務不履行に つ い て の み責任を負う べ

きで ある と の主張は ､ 用法違反の債務不履行 の場合 の 保証人の責任を

狭く限定しすぎるもの と いう べ き で ある ｡) ｡ した が っ て ､ 被告 y l は ､

原告 Ⅹ1 に対 し､ A の 債務不履行と相当因果関係の ある損害を ( 原

状回復が必要であ るならばそれ に要する費用も) 賠償す べ き義務があ

ると い う べ き である ｡

4 損害額に つ い て

弁論の全趣旨に よれば ､ 本件土地 2 筆の 平成10 年度 の 固定資産税評

価額は合計10 万478 1 円 で ある こ と が認められる と こ ろ ､ 証拠 ( 甲6

の ト 1 4 ､ 7 の ト 6 ､ 1 8 ､ 3 3 ､ 3 7 ､ 3 8) に よ れ ば ､ 本件賃貸借契約締結

当時の 本件土地は ､ 安定型 の 産業廃棄物 (廃プラ ス チ ッ ク類 ､ 金属く

ず､ 建 設廃材 ､ ガ ラ ス くず等有機物質を含まな いも の) の自社最終処

分場及び資材置き場として使用する こ との できる状態にあり ､ 産業磨

棄物処分場として は約1 16 0 m
3

の 産業廃棄物を最終処分する こ と が でき ､

資材置き場と して は年150 万円 の 賃料収入を得る こ と の で きる土地 で

あ っ たも の と認められるが､ その価額は高く見積も っ て も1500 万 円を

上 回らな い も の と認める の が相当で ある ｡ そ して ､ 原状回復をしたと

しても ､ そ の程度 の経済的価値しか取り戻すことが でき か ､場合､ 原

状回復を必要とす る特別の事情がな い 限り､ それ以上 の費用をかけて

原状回復する実益も必要性もな い と いう べ きであり ､ 本件にお い て は

原告らにお い て本件土地の原状回復 をする現実 の必要性に つ い て 主張

及び立証がな い から､ 原状回復費用を損害として請求する ことはでき

な い とす る の が相当である ｡ 原告ら の 請求は ､ A の 債務不履行によ

つ て受けた損害 の賠償を求めるもの と解する こ と が でき る と こ ろ ､ そ

の損害額は上記認定の1500 万円を上回らな い と いう べ き である ｡

5 過失相殺に つ い て

証拠 ( 甲3 0 ､ 原告 Ⅹ1 ) によ れば､ 同原告は ､ 平成9 年10 月14 日 こ

ろ に は
､ 既 に A が本件賃貸借契約に違反し て産業廃棄物を本件土地
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に 投棄するかもしれな い と かなり強く疑 っ て
い た こ と が明らか であり ､

そ の時点で原告らにお い て 産業廃棄物の投棄を禁止又は防止す
るため

の適切な処置をと っ て い れば､ 本件の ような損害が尭生しなか っ た可

能性が高か っ た と い う べ きで ある ○ そうす る と ､ 本件 の損害
の発生に

っ い て は ､ 原告 Ⅹ 1 にも過失があ っ たも の と認め ざるを得ず､ そ
の割

合は ､ 本件に現れた
一

切 の事情を考慮する と 4 割とす る の が相当であ

る ｡

6 以上 に よ れ ば､ 被告 Y l が 原告 Ⅹ1 に賠償す
べ き金額は ､ 1 5 0 0 万

円からそ の 4 割相当額を控除した残額90 0 万円の 2 分の 1
で ある45 0 万

円 となる ｡

よ っ て ､ 主文の とおり判決する ｡ (仮執行の 宣言は ､ 相当 で は か
､

か ら これを付さな い こ と とする ｡)

横浜地方裁判所小田原支部民事部

裁判官 加 藤 謙
一

【物件目録】

(略)
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資料 2

[ 平成1 3 年(ネ) 第5 17 7 号 ､ 平 成14 年(ネ) 第9 07 号 土地明渡請求控訴及び

附帯控訴事件､ 平14 ･ 7 I 9 東京高裁民2 1 判決]

《当事者≫

K a 県 H i 市

控訴人兼附帯被控訴人 ( 1 審原告)

同市

Ⅹ1

控訴人 ( 1 春原告) Ⅹ2

上記 2 名訴訟代理人弁護士 斎 藤 誠

同 藤 本 純

K a 県 H i 市

被控訴人兼附帯控訴人 ( 1 審被告) y I

T o 県 K u 市

被控訴人 ( 1 審被告)

上記 2 名訴訟代理人弁護士

同

同

同

Y 2

仁 平 信 哉

中 井 淳

徳 久 京 子

佐々 木 光 春

【主 文】

1 本件附帯控訴に基 づき ､ 原判決中附帯控訴人 Y l の 敗訴部分を取り潤

す ｡

2 上 記取消に係る附帯被控訴人 の 請求を棄却する ｡

3 控訴人ら の本件各控訴を いずれも棄却する ｡

4 訴訟費用は ､ 第 1 ､ 2 審を通じて ､ 控訴人らの負担とする ｡
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【事実及び理由】

(Bi 下 ､ 控訴人兼附帯被控訴人及び控訴人を ｢ 1 審原告+ と ､ 被控訴人兼

附帯控訴人及び被控訴人を ｢ 1 審被告+ とそれぞれ呼称する ｡)

第1 控訴 の趣旨

1 1 春原告らの控訴の 趣旨

(1) 原判決を次の とおり変更する ｡

(2) 1 審被告らは ､ 各自 1 審原告らに対し ､ 合計500 0 万円及び これ に

対する平成 9 年12月11 日 か ら支払済みま で年5 分 の割合によ る金員

を支払え｡

2 1 審被告 Y l ( 以下 ｢ 1 審被告 Y l + と い う ｡) の 附帯控訴 の 趣旨

主文第 1 ､ 2 項 と同旨｡.

第 2 事案の概要

1 事案の概要

本件は ､ 1 審原告らが ､ 以前 に産業廃棄物最終処分場として使用 し

て い た原判決添付別紙物件目録記載の土地( 以下｢本件土地+ と いう ｡)

を原審相被告 A ( 以下 ｢ A+ と いう｡) に対 し資材置場とし て賃貸し

た (以下 ､ ｢ 本件賃貸借契約+ と いう ｡) と こ ろ ､ A が B ( 以下 ｢ B+

と い う ｡) に無断転貸し､ B が本件土地 に大量 の 産業廃棄物等の ゴ ミ

を持ち込み埋めた こ とから ､ 1 審原告らが ､ 第 1 に ､ 1 審被告らに対

し､ 同人らが A の本件賃貸借契約上 の債務を連帯保証 した とし て ､

同契約上 の 原状回復義務に基 づき ､ 第2 に ､ 1 審被告 Y 2 ( 以下 ｢ 1

審被告 Y 2 + と いう ｡) に 対 し不法行為による損害賠償責任に基 づき ､

原状回復費用と して合計50 0 0 万 円及びこ れ に対する原状回復請求の履

行期限 の 翌日 で ある平成 9 年12月1 1
■
日 から支払済みま で民法所定の 年

5 分の 割合によ る遅延損害金の支払を求め ､
こ れに対し､ 1 審被告ら

が ､ 連帯保証 の成立及び連帯保証 の範囲等を争 っ た事案である ｡

2 原審裁判所の判断

原審裁判所は ､ 1 春原告 Ⅹ1 ( 以下 ｢ 1 春原告 Ⅹ 1 + と いう ｡) の
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1 審被告 y l (以下 ｢ 1 審被告 Y l + と い う ｡) に対する請求に つ い

て ､ 債務不履行に基 づ く損害賠償と して4 50 万円及び こ れ に対する平

成 9 年12 月11 日か ら支払済みま で年5 分 の割合によ る遅延損害金の支

払を求め る限度で認容し､ 同人 に対するその余 の請求及び 1 春原告Ⅹ

1 の 1 審被告 Y 2 に 対する 請求並 び に 1 審原告Ⅹ 2 ( 以 下 ｢ 1 審原

告 Ⅹ2 + と い う ｡) の 1 審被告らに対する各請求を い ずれも棄却した

の で ､ こ れを不服とする 1 審原告らが控訴し､ 1 審被告 y l が 附帯控

訴した ｡

3 争 い の な い 事実等及び争点は ､ 4 に お い て ､ 当審に お い て付加され

た 1 審原告らの 主張を含め て原判決の補正をするほかは ､ 原判決 ｢辛

実及び理由+ 欄第2 ｢ 事案の概要+ の 1 及 び 2 ( 原判決 2 頁9 行目か

ら 9 頁13 行目まで) 記載 の とおりであ る から ､ こ れを引用する ｡

4 原判決の補正

(1) 原判決 3 頁11 行目冒頭から同頁17 行目の末尾まで ( 第2 ､ 1 ､ (4)

の 部分) を次の とおり改め る ｡

｢(4) A は ､ 本件賃貸借契約締結直後の 同月 9 日 B に 対 し ､ 1

審原告ら に無断で本件土地を転貸した ｡

B は ､ 同月14 日 こ ろ から同年11月 5 日 こ ろ まで の間､ 無許可 で本

件土地 に産業廃棄物であ る廃プラ ス チ ッ ク類等合計約116 0 立方メ ー

ト ル を投棄した ｡

同月21 日 に T o 県北健康福祉セ ン タ ー

( 旧 0 保健所) に よ る現

地調査が行われ ､ 1 審原告ら両名 ､ 1 審被告ら両名 ､ A ､ B が立ち

会 っ た が ､ こ れに より本件土地に大量の ゴ ミ が埋められ て い る こ と

が判明した ｡+

(2) 原判決8 頁4 行目 の次に改行して次の と おり加える ｡

｢ ウ 1 審原告らは ､ 本件土地 に つ い て 原状回復が実施されれば､

再度最終処分場として利用する こ と に よ っ て 原状回復費用 に匹敵す

る利益を得る ことができたもの で ある ｡+
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(3) 原判決9 頁13 行目の次に改行して次の とおり加える ｡

｢ 1 春原告らは ､ 平成9 年10月15 日 の 時点で本件土地 へ の
一

部不

法投棄を確認し､ A ､ 1 審被告 Y 2 ､ 同 Y l に直ち に連絡して警告

し ､ 同人らにお い て直ち に撤去する こ とを確認したもの であり､ 1

春原告ら にお い て 産業廃棄物の投棄を禁止又は防止するため の 適切

な処置を取 っ たもの と認められる の で あるから ､ その後 の不法投秦

の継続に つ い て ､ 1 春原告ら にお い て産業廃棄物 の投棄を禁止又は

防止するため の適切な処置をとる ベ きで ある こ とを過失相殺事由と

して主張する こ と は ､ 信義則 に違反するも の として 許されな い ｡+

第3 当裁判所の判断

1 当裁判所は ､ 1 審原告ら の各請求は い ずれも理由がな い ものと判断

するも の であり ､ その 理由は ､ 2 に お い て 原判決の補正をした上 で ､

原判決 ｢事由及び理由+ 欄第3 ｢ 争点に対する判断+ の 1 (原判決9

頁15 行目から11 頁2 1 行目まで) の 事実認定を引用 し､ 3 に お い て 当裁

判所の判断を示すとおり である ?

2 原判決の補正

(1) 原判決10 頁 8 行目 の ｢ A と+ の前に次の とおり加える ｡

｢ A は ､ 1 春原告両名と全く面識がなく ､ A が 本件土地を貸借

した い と の 詰も 1 審被告 y 2 が 1 審原告 Ⅹ2 に持ち込 ん だも の で

あ っ た ｡ 1 審被告 Y l は ､ 元 K a 県庁職員で ､ 平成元年に社団法人

産業廃棄物協会を設立 し､ 同年4 月 に株式会社 Ni と有限会社 A g

商事が加盟 して 以来 ､ 1 審原告両名を知 っ て い た ｡ そ して ､+

･(2) 原判決11 頁1 1行目 の末尾に続けて次 の とおり加える ｡

r l 審原告 Ⅹ1 は ､ 契約書 に署名押印を した際 ､ A に 対 し奥

の穴は前に積ん であ る砂利で埋め て整地 して ほ し い ､ 以前は好場

で あ っ た が ､ ゴキは捨てな い で ほ し い と要望 し､ A は こ れ
:

,7 斉

した ｡+ 篭

(夢

義塾慧

u ⊃

篭
･篭;A

終竜
三
l

&

価
y4
ト⊃

{

叶

( 3) 原判決1 1 頁12 行目の 冒頭から同頁2 1行目の末尾ま で
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(4)部分) を次 の とおり改め る ｡

｢(4) B は ､ 本件土地にお い て A に 会 い ､ 当初 は資材置場とし

て使い た い と考えたが ､ 本件土地の 奥に穴があり ､ 産業廃棄物が入

つ て い た こ と から､ こ こ に産業廃棄物を捨て させ て利益を得ようと

考えた ｡ そ し て ､ A に対して は ､ 産業廃棄物を投棄する目的で あ

る こ と は隠して ､ 資材置場と して 貸借 した い と申 し込 み ､ A と B

と は ､ 平成 9 年10 月 9 日 ､ 使用目的を資材置場 ､ 契約期間を 1 年､

賃料を 1 年当たり500 万円とする賃貸借契約を締結した ｡ B は ､ H a

産業株式会社と契約 して同月14 日 こ ろ から同年11 月 5 日 こ ろ まで の

間に ､ 本件土地 に コ ン ク リ
ー

トの塊 ､ ビ ニ
ー ル の 塊 ､ 廃プラ ス チ ッ

ク類､ 解体資材等の 産業廃棄物合計約116 0 立方メ ー ト ル (20 ト ン ダ

ン プ58 自分) を投棄させ た ｡ 1 審原 告 Ⅹ1 は ､ 同年10月1 5 日 こ ろ

A か ら本件土地 の 整地が終了したと の 連絡を受けて ､ 本件土地上

に放置 して お い た Ni 所有の ユ ン ボ の 1 年分 の賃貸料を受け取る た

め本件土地を訪れ た際､ 奥の 穴が整地され て い な い こ と ､ 穴に産業

廃棄物が投棄されて い た ことを指摘した ｡ こ れ に対 し ､ A は ､ 本

件土地上 の土砂で は奥 の穴は埋められな い こと ､ 一奥の穴の中 の産業

廃棄物は以前か ら存在したもの で あると反論した ｡ そこ で ､ 控訴人

Ⅹ1 は ､ A に村し､ あらた め て ､ 産業廃棄物は捨て な い こ と ､ 穴 を

残土 で 埋める こ とを要求し､ 1 審原告 Ⅹ 1 ､ 1 審被告 y 2 と も連

‾一 ⊥
l T T7
･ - チ

- ヒで ､ 保嘩所 に相談 に行 っ た｡ 同年11 月21 日 に T o 県北

見地調査が行われ ､ 大量の 産業廃棄物が埋

にな っ た ため ､ 1 春原苦らは ､ 1 審被告ら

害を申告した ｡+

バ て

. よれば､ 1 審原告らは A と全く面識がなく ､

･ ら 1 春原告らと面識があ.り､ そ の経歴等から
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信用 が高 い と考えられ ､ こ れ に 3 適作成された本件賃貸借契約書の

うち ､ 1 春原告 Ⅹ1 に郵送 された契約書に 1 審被告 Y l が連帯保

証人欄に署名押印した こと及び
一

審原告ら の原審における各供透を

総合する と ､ 1 審原告ら は ､ A と全く面識がなか っ た こ と か ら ､

1 審被告らに対し本件賃貸借契約の 連帯保証を依頼 し､ こ れ に対し

て 1 審被告 Y 2 は断 っ た も の の ､ 1 審被告 Y l は こ れを承諾した

も の と認められる ｡

1 審被告らは ､ 1 春原告 Ⅹ2 か らは連帯保証の依頼は全くされて

おらず､ 1 審原告 Ⅹ2 が所持する賃貸借契約書 ( 甲第5 号証) に は ､

1 審被告 Y l は 署名押印し て い な い か ら ､ 1 審原告 Ⅹ2 と の 間 に

は連帯保証契約は成立しな い と主張するが ､ 前記 の経緯からして 1

審原告 Ⅹ2 が連帯保証の依頼をする意思がなか っ た とか ､ そ の意思

を全く 1 審被告らに示して い な い と は認められず､ 1 審被告 Y l が

連帯保証人欄に署名押印した賃貸借契約書 (甲第 2 号証) に は ､ 1

審原告 Ⅹ 2 も署名押印し て い る の であ る か ら､ 1 審被告 Y l は ､

1 審原告 Ⅹ2 に対しても連帯保証をした と認める の が相当で ある ｡

な お ､ 1 審被告らは ､ 本件土地は産業廃棄物 の最終処分場と して

使用する こ との 許可を受けた土地 であり ､ それを賃貸すれ ば管理者

を変更する こ と になるから ､ 行政当局に無断で賃貸する ことは でき

な い と こ ろ ､ 1 審原告らは こ れを知りなが ら A に賃貸したも の で

あるから､ 本件賃貸借契約は公序良俗に反して無効であると主張す

るが ､ 本件賃貸借契約は ､ 産業廃棄物の最終処分場と して使用する

こ とを目的と して はおらず､ 資材置場として使用する こ とを目的と

して い た か ら ､ 1 審原告ら の 主張はそもそもその前提を欠く上 ､ 産

業廃棄物の最終処分場として の使用許可は ､ 法令上私法上 の契約の

効力要件として規定されて おらず､ 仮 にその ような目的で賃貸して

も ､ 許可を取らなければ使用が できな い だけで あ っ て ､ 賃貸借契約

として の効力には直接の影響はな い と考えられるから ､ 1 審原告ら
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の 主張は理由がな い ｡

(2) 保証 の 及 ぶ範囲 に つ い て

甲第2 号証 に よ れば､ 本件賃貸借契約には ､ 1 2 項で ､ 保証人は本

契約の義務履行に閲し連帯保証責任を有するもの とすると定められ

て い る ｡ 甲第4 号証 の 1 ､ 2 によ れば ､ 本件賃貸借契約は ､ 平成9

年1 1月27 日 に無断転貸及び大量 の ゴ ミ の 不法投棄を理由として解除

されたと認められ る が ､

一

般に賃借人 の連帯保証人は ､ 賃貸借契約

の解除に伴う原状回復義務の不履行に よ る損害賠償債務に つ い て ち

賃借人と同様の責任を負うと解す べ き である ( 最高裁判所昭和30 年

10 月28 日第二小法廷判決 ･ 民集9 巻1 1 号1748 頁) ｡

1 審原告らは ､ 貸借人で ある A は ､ 原告ら の承諾なく B に転貸

し ､ B を して本件土地に産業廃棄物を投棄させた の で あるから､ 1

審原告らに対して原状回復に要する費用を賠償する義務を負 い ､ 逮

帯保証人である 1 審被告 Y l も こ れ と同 一 の 義務を負うと主張する ｡

前記認定事実に よ れば ､ A は ､ B に対 し本件土地を転貸する際に､

本件土地の使用日的を資材置場と したもの であり ､ B は内心は産業

廃棄物を投棄させ て 利益を得よう と したが ､ A に 対 し て は こ れを

表示 して い なか っ たも の である ｡ こ の 点につ い て ､ 甲第19 ､ 第3 4 号

証 の B の 供述中 に は ､ B は A と の交渉にお い て ､ 賃料 の金額が高

額であ っ た こと等から､ A は B が本件土地に産棄廃棄物を殺人す

る こ とを前提にし て い たとの 供述部分がある が ､ A と B と の 間の

交渉過程で その点 に触れられた形跡はなく ､ B の 前記供述部分は同

人の 感想に過ぎな い上 ､ 他に A が B の 産廃投棄行為 に加担 したり､

容認 したとみられる資料も か ､ こ とからすれば ､ B の 前記供述部分

から A も B が産業廃棄物を本件土地 に擬人する こ とを前提とし て

同人に転貸したと推認する こ と は できな い ｡ そ して ､ 甲第38 号証に

よ れば､ B は ､ 平成 9 年10 月14 日 こ ろ から同年1 1月 5 日 こ ろ ま で の

間､ 無許可 で本件土地に産業廃棄物である廃プラ ス チ ッ ク類等合計
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約11 6 0 立方メ
ー トル を投棄し ､ 平成10 年7 月3 1 日に廃棄物の処理及

び清掃に関する法律違反で 0 簡易裁判所に 略式起訴され ､ 同年8

月 5 日 に罰金5 0 万円 に処せ られた こ と が認められ る ｡ そうする と ､

産業廃棄物の本件土地 へ の 投棄は ､ も っ ぱら B が単独で行 っ た犯

罪行為であ る か ら ､ A は ､ B へ 無断転貸をしたも の の ､
こ の ような

犯罪行為である産業廃棄物の投棄に つ い て ま で ､ 賃貸借契約の解除

に伴う原状回復義務として責任を負うも の で はな い と解する の が相

当で ある ｡

以上 に よ れば､ 賃借人 である A が本件土地 へ の産業廃棄物等の

投棄に つ い て 原状回復義務を負わ か
- 以上 ､ 連帯保証人である 1 審

被告 Y l が こ の点に つ い て責任を負う余地はな い ｡

(3) 1 審被告 Y 2 の 不法行為責任等に つ い て

1 春原告らは ､ 1 審被告 Y 2 らが ､ 本件土地に ゴ ミ や産業廃棄物

を不法投棄する目的で ､ A に 本件賃貸借契約 を締結さ せ ､ 本件土

地 に ゴ ミ を不法に投棄した と主張する が ､ こ れ を認め る に足りる証

拠 はな い から､ 1 審原告らの 主張は失当であ る ｡

次に
.
､ 1 審原告らは ､ 1 審被告らが ､ 平成 9 年10 月15 日 の 時点で

不法投棄されて い た ゴ ミ に つ い て ､ 1 審被告ら の責任で撤去する こ

とを 1 審原告らに対して約束したと主張し ､ 甲第2 7 ､ 第30 号証 ､ 1

審原告らの原審における各供述中には ､ こ の 主張に沿う供述部分が

ある占 しかしながら ､ 甲第3 2 号証並び に 1 審被告らの原審にお ける

各供述 に よ れば ､ 同人らは ､ 1 春原告らに協力する し ､ 仮 に A が

入 れ たも の であるならすぐ撤去させ ると返事をしたにすぎな い上 ､

前記認定の とおり ､ そ の 際､ A は 1 審原告 Ⅹ1 の 指摘に反論 し て

自己の責任を否定して おり ､ しかも ､ その時点で不法投棄がされた

か否か ､ さ れ た とすれば､ 誰が行 っ た か に つ い て も判明して い なか

っ た の で ある から､ そ の ような状況下 で 1 審被告らが産業廃棄物の

投棄に つ い て責任をも つ 旨約束したと推認する こ とも困難で ある ｡
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した が っ て ､
こ の 点に関する 1 審原告らの手張も い ずれも採用でき

な い ｡

第 4 結論

以上 に よ れば､ 1 審原告らの各請求は い ずれも理由がな い と こ ろ ､

1 審原告 Ⅹ 1 の 1 審被告 Y l に 対す る請求を 一 部認容した原判決は

取消を免れず､ 1 審被告 y l の 本件附帯控訴に基 づき ､ 原判決中 1 審

被告 Y l の 敗訴部分を取り消した上 で ､ 上 記取消に係 る 1 審原告 Ⅹ

1 の請求を棄却し､ 同人の 1 審被告 Y l に対するその余 の請求及び 1

審被告 Y 2 に 対す る請求並 び に 1 審原告 Ⅹ2 の 1 審被告ら に対する

各請求を い ずれも棄却した原判決は相当であるから ､ 1 審原告らの本

件各控訴を い ずれも棄却する こ･ ととする ｡

よ っ て ､ 主文の とおり判決する ｡

東京高等裁判所第2 1 民事部

裁判長裁判官 石 垣 君 雄

裁判官 大 和 陽
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